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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ１）アクリロニトリルブタジエンゴムを含まないポリアミドイミド樹脂；
　（Ａ２）アクリロニトリルブタジエンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂；及び
　（Ｂ）１分子あたり２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂を必須成分として含有
して均一相を形成し、かつ以下の（ｉ）～（ｉｉｉ）の条件を満足することを特徴とする
接着剤組成物：
（ｉ）組成物中のＡ１／Ａ２の質量比率が０．１以上１．０以下である；
（ｉｉ）組成物中の（Ａ１＋Ａ２）／Ｂの質量比率が０．９以上３．６以下である；
（ｉｉｉ）（Ａ２）が以下の（ａ）、（ｂ）、及び（ｃ）成分を共重合成分とする樹脂で
あり、（Ａ２）の全酸成分に由来する構成単位を１００ｍｏｌ％とした場合の各酸成分に
由来する構成単位の割合が、（ａ）９０～９９ｍｏｌ％、（ｃ）１～５ｍｏｌ％である：
（ａ）酸無水物基を有するポリカルボン酸誘導体；
（ｂ）イソシアネート化合物またはアミン化合物；
（ｃ）カルボキシル基を両末端に有するアクリロニトリル－ブタジエンゴム。
【請求項２】
　（ａ）成分のポリカルボン酸誘導体の価数が３価及び／または４価であり、（ｃ）成分
の重量平均分子量が５００～５０００であり、アクリロニトリル部位の割合が１０～５０
質量％範囲であることを特徴とする請求項１に記載の接着剤組成物。
【請求項３】
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　（ａ）が芳香環を有するポリカルボン酸誘導体であり、（ｂ）が芳香環を有するジイソ
シアネート化合物又は芳香環を有するジアミン化合物であることを特徴とする請求項２に
記載の接着剤組成物。
【請求項４】
　１５０℃４ｈｒで熱硬化した際、以下の式によって求められる架橋点間分子量（Ｍｃ）
が２０００以下であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の接着剤組成物：
　架橋点間分子量（Ｍｃ）＝３ρＲＴ×１００００００／Ｅ´
　但し、Ｒ＝８．３１［Ｊｍｏｌ－１Ｋ－１］とし、Ｅ´、Ｔは動的粘弾性測定、ρは比
重測定により求める。
【請求項５】
　更にリン系難燃剤（Ｃ）を含むことを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の接着
剤組成物。
【請求項６】
　以下の式で求められる数値が１．５以上７．０以下であることを特徴とする請求項１～
５のいずれかに記載の接着剤組成物：
　エポキシ樹脂固形分（質量部）の接着剤固形分（質量部）に対する配合比率×エポキシ
当量［ｅｑ／ｔ］／｛ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）固形分（質量部）の接着剤固形分（
質量部）に対する配合比率×ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）の酸価［ｅｑ／ｔ］＋ＮＢＲ
共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）固形分（質量部）の接着剤固形分（質量部）に対す
る配合比率×ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）の酸価［ｅｑ／ｔ］＋フェノー
ル性水酸基を有する化合物固形分の接着剤固形分（質量部）に対する配合比率×フェノー
ル性水酸基価［ｅｑ／ｔ］｝
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アクリロニトリルブタジエンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂を含む接着剤
組成物に関するものであり、さらに詳しくは、接着性、耐熱性、絶縁性、柔軟性、難燃性
、流動性に優れ、カバーレイフィルム、接着剤フィルム、３層銅張り積層板などに好適な
接着剤組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、フレキシブルプリント配線板（以下ＦＰＣともいう）は、柔軟性や小スペース
性が必要な電子機器の配線板材料、実装用基板材料へ適用されている。例えば、液晶表示
機器、プラズマディスプレイ、有機ＥＬディスプレイなどに使用される表示装置用デバイ
ス実装基板や、スマートホン、タブレット機器端末、デジタルカメラ、携帯型ゲーム機な
どの基板間中継ケーブル、操作スイッチ部基板に広く使用されている。
【０００３】
　近年では、電子機器の小型化、薄型化、高機能化に伴い、電子回路の高集積化が進んで
おり、ＦＰＣの小型化、薄型化に加えて、単層のＦＰＣを層間接着剤で積層した多層ＦＰ
Ｃの需要が高まっている。従って、ＦＰＣのカバーレイ（以下ＣＬともいう）や、層間に
用いられる接着剤に対しても、より高度な接着性、絶縁信頼性、加湿半田耐熱性等が求め
られる。
【０００４】
　加湿半田耐熱性を向上させるための方策としては、一般に、樹脂を低極性化して樹脂組
成物の吸水率を低減することが考えられる。しかしながら、樹脂極性を低下させると回路
材（銅箔）への接着性が低下するため、これらの特性両立は難しいという問題があった。
【０００５】
　ところで、ＦＰＣに用いられる接着剤は、液状の樹脂組成物を離型フィルム上に塗布し
、溶剤を揮発させることによって得られたＢステージ接着剤フィルムをロール状に巻き取
り、その後、離型フィルムから銅箔、ポリイミドフィルム等の回路材料に仮付けして、熱
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圧着することにより使用される。
【０００６】
　従って、Ｂステージ接着剤フィルムの巻き取り工程では、接着剤フィルムに割れを生じ
させないための柔軟性が求められる。また、Ｂステージ接着剤フィルムを回路材料に仮付
けする際は、Ｂステージ接着剤フィルムに仮付け性を付与することによって、ロール・ト
ゥ・ロールでのＦＰＣ生産が可能になり、生産性を大幅に向上させることができる。更に
、熱圧着工程においては、ＣＬ端部からの接着剤の流れ出し量が小さいことが求められる
。
【０００７】
　ＣＬ、層間絶縁層に用いられる樹脂としては、耐熱性、絶縁性および耐薬品性に優れ、
溶剤可溶な閉環型ポリイミド樹脂が提案されている。しかしながら、一般に、芳香族系の
モノマーのみから重合された全芳香族系ポリイミド系樹脂ワニスの溶媒としては、Ｎ－メ
チル－２－ピロリドン等の高沸点溶媒が用いられているため、乾燥／硬化時には２００℃
以上の高温長時間の硬化工程が必要となり、電子部品の熱劣化が生じる問題があった。
【０００８】
　さらに、全芳香族系ポリイミド樹脂は、一般的にガラス転移温度が高いため、ポリイミ
ドフィルムや銅箔等の基材に接着剤を熱圧着する際の埋め込み性が悪くなり、接着強度が
低下するという問題があった。
【０００９】
　一方で、かかる接着性低下という問題点を解消すべく、ポリシロキサン変性ポリイミド
系樹脂が開示されている（例えば、特許文献１，２参照）。
【００１０】
　また、低沸点溶媒への溶剤溶解性改良については、溶媒溶解性に優れる全芳香族系のポ
リアミドイミド系樹脂に反応性官能基を有するアクリロニトリルブタジエンを共重合する
方法が提案されている（例えば、特許文献３参照）。
【００１１】
　しかしながら、特許文献１、２に記載されたポリシロキサン変性ポリイミド系樹脂は、
高価なジメチルシロキサン結合を有するジアミンを出発原料として用いており、経済性に
劣る。更に、ポリシロキサン共重合量の増加に伴い、接着性が低下するという問題があっ
た。また、特許文献３に記載されたポリアミドイミド樹脂では、アクリロニトリルブタジ
エンの共重合量を多くする必要があり、その結果として絶縁信頼性が低下する懸念があっ
た。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開平７－３０４９５０号公報
【特許文献２】特開平８－３３３４５５号公報
【特許文献３】特開２００３－２８９５９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、かかる従来技術の課題を背景になされたものであり、その目的は、従来品と
同等の（１）接着性、（２）絶縁信頼性、（３）難燃性、（４）Ｂステージ接着剤フィル
ム脆化耐性を有しながら、（５）加湿半田耐熱性を向上し、更に（６）流れ出し性、（７
）Ｂステージ接着剤フィルム仮付け性に優れる接着剤組成物を提供することにあり、特に
層間絶縁層または接着層を有する電子部品において使用するのに好適な接着剤組成物を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者らは、上記目的を達成するために鋭意検討した結果、特定の成分を必須成分と
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して特定の割合で含有しながら、均一相を形成する接着剤組成物が、上記（１）～（７）
の特性を併せ持つことを見出し、本発明の完成に至った。
【００１５】
　即ち、本発明は、以下の（１）～（６）の構成を有するものである。
（１）（Ａ１）アクリロニトリルブタジエンゴムを含まないポリアミドイミド樹脂；
　（Ａ２）アクリロニトリルブタジエンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂；及び
　（Ｂ）１分子あたり２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂を必須成分として含有
して均一相を形成し、かつ以下の（ｉ）～（ｉｉｉ）の条件を満足することを特徴とする
接着剤組成物：
（ｉ）組成物中のＡ１／Ａ２の質量比率が０．１以上１．０以下である；
（ｉｉ）組成物中の（Ａ１＋Ａ２）／Ｂの質量比率が０．９以上３．６以下である；
（ｉｉｉ）（Ａ２）が以下の（ａ）、（ｂ）、及び（ｃ）成分を共重合成分とする樹脂で
あり、（Ａ２）の全酸成分に由来する構成単位を１００ｍｏｌ％とした場合の各酸成分に
由来する構成単位の割合が、（ａ）９０～９９ｍｏｌ％、（ｃ）１～５ｍｏｌ％である：
（ａ）酸無水物基を有するポリカルボン酸誘導体；
（ｂ）イソシアネート化合物またはアミン化合物；
（ｃ）カルボキシル基を両末端に有するアクリロニトリル－ブタジエンゴム。
（２）（ａ）成分のポリカルボン酸誘導体の価数が３価及び／または４価であり、（ｃ）
成分の重量平均分子量が５００～５０００であり、アクリロニトリル部位の割合が１０～
５０質量％範囲であることを特徴とする（１）に記載の接着剤組成物。
（３）（ａ）が芳香環を有するポリカルボン酸誘導体であり、（ｂ）が芳香環を有するジ
イソシアネート化合物又は芳香環を有するジアミン化合物であることを特徴とする（２）
に記載の接着剤組成物。
（４）１７０℃３ｈｒで熱硬化した際、以下の式によって求められる架橋点間分子量（Ｍ
ｃ）が２０００以下であることを特徴とする（１）～（３）のいずれかに記載の接着剤組
成物：
　架橋点間分子量（Ｍｃ）＝３ρＲＴ×１００００００／Ｅ´
　但し、Ｒ＝８．３１［Ｊｍｏｌ－１Ｋ－１］とし、Ｅ´、Ｔは動的粘弾性測定、ρは比
重測定により求める。
（５）更にリン系難燃剤（Ｃ）を含むことを特徴とする（１）～（４）のいずれかに記載
の接着剤組成物。
（６）以下の式で求められる数値が１．５以上７．０以下であることを特徴とする（１）
～（５）のいずれかに記載の接着剤組成物：
　エポキシ樹脂固形分（質量部）の接着剤固形分（質量部）に対する配合比率×エポキシ
当量［ｅｑ／ｔ］／｛ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）固形分（質量部）の接着剤固形分（
質量部）に対する配合比率×ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）の酸価［ｅｑ／ｔ］＋ＮＢＲ
共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）固形分（質量部）の接着剤固形分（質量部）に対す
る配合比率×ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）の酸価［ｅｑ／ｔ］＋フェノー
ル性水酸基を有する化合物固形分の接着剤固形分（質量部）に対する配合比率×フェノー
ル性水酸基価［ｅｑ／ｔ］｝
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の接着剤組成物は、従来品と同等の（１）接着性、（２）絶縁信頼性、（３）難
燃性、（４）Ｂステージ接着剤フィルム脆化耐性を有しながら、（５）加湿半田耐熱性を
向上し、更に（６）流れ出し性、（７）Ｂステージ接着剤フィルム仮付け性に優れるので
、層間絶縁層または接着層を有する電子部品において好適に使用することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の接着剤組成物を詳述する。本発明の接着剤組成物は、特定の成分を必須
成分として特定の割合で含有しながら、均一相を形成する樹脂組成物であって、アクリロ
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ニトリルブタジエンゴムを含まないポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、アクリロニトリルブ
タジエンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）、１分子あたり２個以上のエポキシ基
を有するエポキシ樹脂（Ｂ）を含み、さらに好ましくはリン系難燃剤（Ｃ）を含むもので
ある。
【００１８】
＜ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）＞
　本発明のポリアミドイミド樹脂（Ａ１）は、本発明の目的を達成できる限り、特に限定
されないが、（ａ）酸無水物基を有する３価及び／または４価のポリカルボン酸誘導体、
（ｂ）イソシアネート化合物またはアミン化合物を共重合成分とする樹脂であることが好
ましい。本発明のポリアミドイミド樹脂（Ａ１）は、Ｔｇが１６０℃以上の樹脂であるこ
とが好ましい。
【００１９】
　本発明のポリアミドイミド樹脂（Ａ１）は、アクリロニトリルブタジエンゴムを含まな
いポリアミドイミド樹脂であり、そのために、耐熱性、絶縁信頼性に優れる。そして、ポ
リアミドイミド樹脂（Ａ１）は、後述するアクリロニトリルブタジエンゴム共重合ポリア
ミドイミド樹脂（Ａ２）と相溶して均一相を形成することによりアクリロニトリルブタジ
エンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）の絶縁信頼性を向上させることができる。
更に、硬化剤であるエポキシ樹脂（Ｂ）との架橋点となる酸価が高いため、熱硬化後の塗
膜の架橋密度が高くなり、加湿半田耐熱性を向上することができる。また、Ｔｇが１６０
℃以上であることにより、熱圧着時の流れ出しも抑制することができる。
【００２０】
　さらに、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、（Ａ２）は、エポキシ樹脂（Ｂ）と架橋する
際に水酸基を生成する。特に、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）は、エポキシ樹脂（Ｂ）と
の架橋点となる酸価が高いため、熱硬化時により多くの水酸基が生成する。この水酸基が
ＡＣＦとの親和性を向上させるため、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）は、ＡＣＦ密着性を
高めることができる。
【００２１】
　接着剤組成物のモルフォロジーが均一相であるか、もしくは相分離であるかは、予め処
理した接着剤組成物を日本電子製ＪＥＭ２１００透過電子顕微鏡で加速電圧２００ｋＶ条
件下において観察した際のドメインサイズによって、以下のように判断することができる
。
　均一相：接着剤組成物が０．１μｍ以上のドメインを含まない
　相分離：接着剤組成物が０．１μｍ以上のドメインを含む
【００２２】
　接着剤組成物中のＡ１／Ａ２の重量比率が０．１以上１．０以下の条件下において、接
着剤組成物が海島の相分離構造を形成する場合、島成分がアクリロニトリルブタジエンゴ
ムを含まないポリアミドイミド樹脂（Ａ１）を含み、海成分がアクリロニトリルブタジエ
ンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）を含む。従って、接着剤組成物のモルフォロ
ジーは、アクリロニトリルブタジエンゴムを含まない（Ａ１）とアクリロニトリルブタジ
エンゴムを含むポリアミドイミド樹脂（Ａ２）の相溶性に依存し、（Ａ２）に含まれるア
クリロニトリルブタジエンゴムの質量が少なくなるか、もしくはＡ１／Ａ２の質量比率が
小さくなるほど、（Ａ１）と（Ａ２）の相溶性が向上し、接着剤組成物は均一相を形成し
易くなる。
【００２３】
　ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）は、上述のようにガラス転移温度が１６０℃以上の樹脂
であることが好ましく、全酸成分に由来する構成単位を１００モル％とした場合に芳香環
を有するポリカルボン酸の無水物が９０モル％以上である樹脂であることが好ましい。ポ
リアミドイミド樹脂（Ａ１）の配合量としては、アクリロニトリルブタジエンゴム共重合
ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）１００質量部に対して、１０～９９質量部が好ましく、さ
らに好ましくは２０～９０質量部である。即ち、組成物中のＡ１／Ａ２の質量比率は、好
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ましくは０．１以上１．０以下、さらに好ましくは０．２以上０．９以下である。配合量
が上記より少ない場合は流れ出し低減、加湿半田向上効果が得られにくく、多い場合は、
接着性が低下する。相溶性については、相溶性低下により接着剤組成物が海島の相分離構
造を形成すると、アクリロニトリルブタジエンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）
の絶縁信頼性改良効果が得られにくい。
【００２４】
＜アクリロニトリルブタジエンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）＞
　本発明のアクリロニトリルブタジエンゴム（以下ＮＢＲともいう）共重合ポリアミドイ
ミド樹脂（Ａ２）は、（ａ）酸無水物基を有するポリカルボン酸誘導体、（ｂ）イソシア
ネート化合物またはアミン化合物、及び（ｃ）カルボキシル基を両末端に有するアクリロ
ニトリルブタジエンゴムを共重合成分とする樹脂である。
【００２５】
＜（ａ）酸無水物基を有するポリカルボン酸誘導体＞
　本発明のポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）
を構成する（ａ）成分は、イソシアネート成分やアミン成分と反応してポリイミド系樹脂
を形成する、酸無水物基を有するポリカルボン酸誘導体（以下、単に（ａ）成分ともいう
。）であり、例えば芳香族ポリカルボン酸誘導体、脂肪族ポリカルボン酸誘導体または脂
環族ポリカルボン酸誘導体を用いることができる。また、ポリカルボン酸誘導体の価数は
特に限定されないが、一般的に３価及び／又は４価であることができる。
【００２６】
　芳香族ポリカルボン酸誘導体としては、特に限定されないが、例えば、トリメリット酸
無水物、ピロメリット酸二無水物、エチレングリコールビスアンヒドロトリメリテート、
プロピレングリコールビスアンヒドロトリメリテート、１，４－ブタンジオールビスアン
ヒドロトリメリテート、ヘキサメチレングリコールビスアンヒドロトリメリテート、ポリ
エチレングリコールビスアンヒドロトリメリテート、ポリプロピレングリコールビスアン
ヒドロトリメリテート等のアルキレングリコールビスアンヒドロトリメリテート、３，３
’－４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’－４，４’－ビフェ
ニルテトラカルボン酸二無水物、１，２，５，６－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物
、１，４，５，８－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、２，３，５，６－ピリジンテ
トラカルボン酸二無水物、３，４，９，１０－ぺリレンテトラカルボン酸二無水物、３，
３’，４，４’－ジフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、ｍ－ターフェニル－３
，３’、４，４’－テトラカルボン酸二無水物、４，４’－オキシジフタル酸二無水物、
１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ－２，２－ビス（２，３－又は３，４－ジカル
ボキシフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス（２，３－または３，４－ジカルボキ
シフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス［４－（２，３－または３，４－ジカルボ
キシフェノキシ）フェニル］プロパン二無水物、１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオ
ロ－２，２－ビス［４－（２，３－または３，４－ジカルボキシフェノキシ）フェニル］
プロパン二無水物、または１，３－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）－１，１，３
，３－テトラメチルジシロキサン二無水物等が挙げられる。
【００２７】
　脂肪族あるいは脂環族ポリカルボン酸誘導体としては、特に限定されないが、例えば、
ブタン－１，２，３，４－テトラカルボン酸二無水物、ペンタン－１，２，４，５－テト
ラカルボン酸二無水物、シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、ヘキサヒドロピロメリ
ット酸二無水物、シクロヘキサ－１－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物
、３－エチルシクロヘキサ－１－エン－３－（１，２），５，６－テトラカルボン酸二無
水物、１－メチル－３－エチルシクロへキサン－３－（１，２），５，６－テトラカルボ
ン酸二無水物、１－メチル－３－エチルシクロへキサ－１－エン－３－（１，２），５，
６－テトラカルボン酸二無水物、１－エチルシクロへキサン－１－（１，２），３，４－
テトラカルボン酸二無水物、１－プロピルシクロへキサン－１－（２，３），３，４－テ
トラカルボン酸二無水物、１，３－ジプロピルシクロへキサン－１－（２，３），３－（
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２，３）－テトラカルボン酸二無水物、ジシクロへキシル－３，４，３‘，４’－テトラ
カルボン酸二無水物、ビシクロ［２，２，１］ヘプタン－２，３，５，６－テトラカルボ
ン酸二無水物、１－プロピルシクロへキサン－１－（２，３），３，４－テトラカルボン
酸二無水物、１，３－ジプロピルシクロへキサン－１－（２，３），３－（２，３）－テ
トラカルボン酸二無水物、ジシクロへキシル－３，４，３’，４’－テトラカルボン酸二
無水物、ビシクロ［２，２，１］ヘプタン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物
、ビシクロ［２，２，２］オクタン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ビシ
クロ［２，２，２］オクト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ま
たはヘキサヒドロトリメリット酸無水物等が挙げられる。
【００２８】
　これらの酸無水物基を有するポリカルボン酸誘導体は単独でも２種以上を組み合わせて
用いても構わない。加湿半田耐熱性、接着性、溶解性、コスト面などを考慮すれば、ピロ
メリット酸無水物、トリメリット酸無水物、エチレングリコールビスアンヒドロトリメリ
テート、３，３’－４、４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’、４
，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物が好ましく、トリメリット酸無水物、エチ
レングリコールビスアンヒドロトリメリテートが更に好ましい。
【００２９】
　ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）又はＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）中の（
ａ）成分の共重合量は、反応対象の全酸成分を１００モル％とした場合、９０モル％であ
ることが必要であり、９１モル％以上であることが好ましい。上記範囲未満では加湿半田
耐熱性や絶縁信頼性が得られないことがある。（ａ）成分の共重合量の上限は、（ｃ）成
分との兼ね合いで最大９９モル％である。
【００３０】
＜（ｂ）イソシアネート化合物またはアミン化合物＞
　本発明のＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）を構成する（ｂ）成分は、イソシ
アネート化合物またはアミン化合物（以下、単に（ｂ）成分ともいう。）であれば特に限
定されず、例えば芳香族ポリイソシアネート、脂肪族ポリイソシアネートもしくは脂環族
ポリイソシアネート、またはこれらに対応するポリアミンが挙げられる。好ましくは芳香
族ポリイソシアネート、または芳香族ポリアミンが用いられる。芳香族ポリイソシアネー
トとしては、特に限定されないが、例えば、ジフェニルメタン－２，４’－ジイソシアネ
ート、３，２’－又は３，３’－又は４，２’－又は４，３’－又は５，２’－又は５，
３’－又は６，２’－又は６，３’－ジメチルジフェニルメタン－２，４’－ジイソシア
ネート、３，２’－又は３，３’－又は４，２’－又は４，３’－又は５，２’－又は５
，３’－又は６，２’－又は６，３’－ジエチルジフェニルメタン－２，４’－ジイソシ
アネート、３，２’－又は３，３’－又は４，２’－又は４，３’－又は５，２’－又は
５，３’－又は６，２’－又は６，３’－ジメトキシジフェニルメタン－２，４’－ジイ
ソシアネート、ジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート、ジフェニルメタン－３
，３’－ジイソシアネート、ジフェニルメタン－３，　４’－ジイソシアネート、ジフェ
ニルエーテル－４，４’－ジイソシアネート、ベンゾフェノン－４，４’－ジイソシアネ
ート、ジフェニルスルホン－４，４’－ジイソシアネート、トリレン－２，４－ジイソシ
アネート、トリレン－２，６－ジイソシアネート、ｍ－キシリレンジイソシアネート、ｐ
－キシリレンジイソシアネート、ナフタレン－２，６－ジイソシアネート、４，４’－［
２，２ビス（４－フェノキシフェニル）プロパン］ジイソシアネート、３，３’または２
，２’－ジメチルビフェニル－４，４’－ジイソシアネート、３，３’－または２，２’
－ジエチルビフェニル－４，４’－ジイソシアネート、３，３’－ジメトキシビフェニル
－４，４’－ジイソシアネート、３，３’－ジエトキシビフェニル－４，４’－ジイソシ
アネート等が挙げられる。耐熱性、密着性、溶解性、コスト面などを考慮すれば、ジフェ
ニルメタン－４，４’－ジイソシアネート、トリレン－２，４－ジイソシアネート、ｍ－
キシリレンジイソシアネート、３，３’－または２，２’－ジメチルビフェニル－４，４
’－ジイソシアネートが好ましく、３，３’－ジメチルビフェニル－４，４’－ジイソシ
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アネート、トリレン－２，４－ジイソシアネートが更に好ましい。これらを単独で、また
は２種以上を併用することができる。また、芳香族ポリアミンを用いる場合は、上記芳香
族ポリイソシアネートに対応するポリアミンを用いることができる。
【００３１】
＜（ｃ）カルボキシル基を両末端に有するアクリロニトリルブタジエンゴム＞
　本発明のＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）を構成する（ｃ）成分は、カルボ
キシル基を両末端に有するＮＢＲ（以下、単に（ｃ）成分ともいう。）であれば特に限定
されない。（ｃ）成分は、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）に接着性等を付与
する可とう性成分として共重合される。
【００３２】
　（ｃ）成分の重量平均分子量は、５００～５０００であることが好ましく、より好まし
くは１０００～４５００であり、さらに好ましくは１５００～４０００である。分子量が
低すぎる場合、接着性や可とう性が低下することがあり、高すぎる場合、反応性の低下に
より共重合が困難になる。
【００３３】
　（ｃ）成分におけるアクリロニトリル部位の割合は、１０～５０質量％であることが好
ましく、より好ましくは１５～４５質量％であり、さらに好ましくは、２０～４０質量％
である。アクリロニトリル部位が少なすぎると相溶性の低下により共重合が難しくなり、
多すぎると絶縁信頼性が低下することがある。
【００３４】
　ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）中の（ｃ）成分の共重合量は、全酸成分に
対して１～５ｍｏｌ％であることが必要であり、好ましくは、２～４．８ｍｏｌ％であり
、さらに好ましくは３～４．６ｍｏｌ％である。（ｃ）成分の共重合量が少なすぎる場合
、接着性や可とう性が低下することがあり、多すぎる場合、絶縁信頼性が低下するおそれ
がある。
【００３５】
　また、接着剤組成物中の（ｃ）成分の質量比率は、接着剤固形成分に対して５～１３質
量％であることが好ましく、さらに好ましくは６～１２質量％である。（ｃ）成分の質量
比率が少なすぎる場合、接着性や可とう性が低下することがあり、多すぎる場合、絶縁信
頼性が低下することがある。
【００３６】
　（ｃ）成分の市販品としては、例えばＣＶＣＴｈｅｒｍｏｓｅｔＳｐｅｃｉａｌｔｉｅ
ｓ社のＨｙｐｒｏ（商標名）のＣＴＢＮシリーズなどが挙げられる。
【００３７】
＜その他の酸成分＞
　本発明のポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）
には、目的とする性能を損なわない範囲で必要に応じ、さらに脂肪族、脂環族、または芳
香族ポリカルボン酸類を共重合しても構わない。脂肪族ジカルボン酸としては、例えば、
コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、デカン二
酸、ドデカン二酸、エイコサン二酸、２－メチルコハク酸、２－メチルアジピン酸、３－
メチルアジピン酸、３－メチルペンタンジカルボン酸、２－メチルオクタンジカルボン酸
、３，８－ジメチルデカンジカルボン酸、３，７－ジメチルデカンジカルボン酸、９，１
２－ジメチルエイコサン二酸、フマル酸、マレイン酸、ダイマー酸、水添ダイマー酸等が
挙げられ、脂環族ジカルボン酸としては、例えば、１，４－シクロへキサンジカルボン酸
、１，３－シクロへキサンジカルボン酸、１，２－シクロへキサンジカルボン酸、４，４
‘－ジシクロへキシルジカルボン酸等が挙げられ、芳香族ジカルボン酸としては、例えば
イソフタル酸、テレフタル酸、オルソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、オキシジ安息
香酸、スチルベンジカルボン酸等が挙げられる。これらのジカルボン酸類は単独でも二種
以上を組み合わせて用いても構わない。耐熱性、密着性、溶解性、コスト面などを考慮す
れば、セバシン酸、１，４－シクロへキサンジカルボン酸、ダイマー酸、またはイソフタ
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ル酸が好ましい。
【００３８】
　また、（ｃ）成分の他に、目的とする性能を損なわない範囲で必要に応じ、さらに他の
可とう性成分を共重合しても構わない。例えば、脂肪族／芳香族ポリエステルジオール類
（東洋紡（株）製、商品名ＶＹＬＯＮ（登録商標）２００）、脂肪族／芳香族ポリカーボ
ネートジオール類（ダイセル化学工業（株）製、商品名ＰＬＡＣＣＥＬ（登録商標）－Ｃ
Ｄ２２０、（株）クラレ製、商品名Ｃ－２０１５Ｎ等）、ポリカプロラクトンジオール類
（ダイセル化学工業（株）製、商品名ＰＬＡＣＣＥＬ（登録商標）－２２０等）、カルボ
キシ変性アクリロニトリルブタジエンゴム類（ＣＶＣＴｈｅｒｍｏｓｅｔＳｐｅｃｉａｌ
ｔｉｅｓ社製、商品名ＨｙｐｒｏＣＴＢＮ１３００×１３等）、ポリジメチルシロキサン
ジオール、ポリメチルフェニルシロキサンジオール、カルボキシ変性ポリジメチルシロキ
サン類といったポリシロキサン誘導体等が挙げられる。
【００３９】
　ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）を製造す
る方法としては、酸無水物基を有するポリカルボン酸成分（（ａ）成分）、カルボキシル
基を両末端に有する酸成分（（ｃ）成分）とイソシアネート成分（（ｂ）成分）から製造
する方法（イソシアネート法）、または酸無水物基を有するポリカルボン酸成分（（ａ）
成分）、カルボキシル基を両末端に有する酸成分（（ｃ）成分）とアミン成分（（ｂ）成
分）を反応させてアミック酸にした後、閉環させる方法（直接法）、などの公知の方法が
ある。工業的にはイソシアネート法が有利である。
【００４０】
　イソシアネート法の場合、（ａ）成分、（ｂ）成分、および（ｃ）成分の配合量は、酸
無水物基数＋カルボキシル基数の合計とイソシアネート基数の比率が、イソシアネート基
数／（酸無水物基数＋カルボキシル基数）＝０．８～１．２となるようにすることが好ま
しい。上記比率が０．８未満では、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリア
ミドイミド（Ａ２）の分子量を高くすることが困難になり、塗膜が脆くなる場合がある。
また、１．２より高い場合は、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリアミド
イミド（Ａ２）の粘性が高くなり、接着剤溶液を塗布する際にレベリング性が悪化する場
合がある。
【００４１】
　本発明で用いられるポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹
脂（Ａ２）の重合反応は、１種以上の有機溶媒の存在下に、例えばイソシアネート法では
遊離発生する炭酸ガスを反応系より除去しながら加熱縮合させることにより行うことが好
ましい。
【００４２】
　重合溶媒としては、イソシアネートとの反応性が低いものであれば使用することができ
、例えば、アミン等の塩基性化合物を含まない溶剤が好ましい。このような溶剤としては
、例えば、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、ニトロベンゼン、シクロヘキサン、イ
ソホロン、ジエチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールジエチルエーテ
ル、プロピレングリコールメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールエチルエー
テルアセテート、ジプロピレングリコールメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコ
ールエチルエーテルアセテート、メトキシプロピオン酸メチル、メトキシプロピオン酸エ
チル、エトキシプロピオン酸メチル、エトキシプロピオン酸エチル、酢酸エチル、酢酸ｎ
－ブチル、酢酸イソアミル、乳酸エチル、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサ
ノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロ
リドン、Ｎ－エチルピロリドン、γ－ブチロラクトン、ジメチルスルホキシド、クロロホ
ルム及び塩化メチレン等を挙げることができる。
【００４３】
　乾燥時の揮発性とポリマー重合性、溶解性の良さから、重合溶媒は、Ｎ，Ｎ－ジメチル
アセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ－エチルピロリドン、γ－ブチロラクトンが好
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ましい。より好ましくは、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、γ－ブチロラクトンである。
【００４４】
　Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ－エチルピロリドン等を併用する場合は、沸点が高い為、溶
剤乾燥性の観点から、更に、表面張力が大きい為、塗工時のはじき防止の観点から、接着
剤中に含まれる全溶剤量に対して、これらの高沸点溶媒の質量比率を２０質量％以下にす
ることが好ましい。
【００４５】
　溶媒の使用量は、生成するポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリアミドイ
ミド樹脂（Ａ２）の０．８～５．０倍（質量比）とすることが好ましく、０．９～２．０
倍とすることがより好ましい。使用量が上記範囲未満では、合成時の粘度が高すぎて、撹
拌不能により合成が困難となる傾向があり、上記範囲を超えると、反応速度が低下する傾
向がある。
【００４６】
　イソシアネート法の場合、反応温度は、６０～２００℃とすることが好ましく、１００
～１８０℃とすることがより好ましい。反応温度が上記範囲未満では、反応時間が長くな
りすぎ、上記範囲を超えると、反応中に、モノマー成分の分解が生じる場合がある。また
、三次元化反応が生じてゲル化が起こりやすい。反応温度は多段階で行ってもよい。反応
時間は、バッチの規模、採用される反応条件、特に反応濃度により適宜選択することがで
きる。
【００４７】
　イソシアネート法の場合、反応を促進するためにトリエチルアミン、ルチジン、ピコリ
ン、ウンデセン、トリエチレンジアミン（１，４－ジアザビシクロ［２，２，２］オクタ
ン）、ＤＢＵ（１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセン）等のアミン類
、リチウムメチラート、ナトリウムメチラート、ナトリウムエチラート、カリウムブトキ
サイド、フッ化カリウム、フッ化ナトリウム等のアルカリ金属、アルカリ土類金属化合物
あるいはチタン、コバルト、スズ、亜鉛、アルミニウムなどの金属、半金属化合物などの
触媒の存在下に行っても良い。
【００４８】
＜ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）の製造＞
　ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）は、従来公知の方法で製造されることができ、例えば、
（ａ）成分と（ｂ）成分とを縮合反応（ポリイミド化）させて得ることができる。以下、
本発明のポリアミドイミド樹脂（Ａ１）の製造方法を例示するが、本発明はこれにより限
定されるものではない。
【００４９】
　反応容器に（ａ）成分、（ｂ）成分、重合触媒、重合溶媒を加え、溶解した後、窒素気
流下、撹拌しながら、８０～１９０℃、好ましくは１００～１６０℃で５時間以上反応さ
せた後、重合溶媒で適当な溶剤粘度まで希釈し、冷却することで目的のポリアミドイミド
樹脂（Ａ１）を得ることができる。
【００５０】
　本発明のポリアミドイミド樹脂（Ａ１）は、３０℃で０．２～０．４ｄｌ／ｇの対数粘
度に相当する分子量を有するものが好ましく、より好ましくは０．３～０．３５ｄｌ／ｇ
の対数粘度に相当する分子量を有するものである。対数粘度が上記範囲未満では、Ｂステ
ージ接着剤フィルムが脆化する場合がある。一方で、上記範囲を越えると、エポキシ樹脂
（Ｂ）との架橋点となる酸価が低下する懸念や、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ
２）との相溶性が低下するおそれがある。
【００５１】
＜ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）の製造＞
　ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）は、従来公知の方法で製造されることがで
き、例えば、（ａ）成分と（ｂ）成分、（ｃ）成分とを縮合反応（ポリイミド化）させて
得ることができる。以下、本発明のＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）の製造方
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法を例示するが、本発明はこれにより限定されるものではない。
【００５２】
　反応容器に（ａ）成分、（ｂ）成分、（ｃ）成分、重合触媒、重合溶媒を加え、溶解し
た後、窒素気流下、撹拌しながら、８０～１９０℃、好ましくは１００～１６０℃で５時
間以上反応させた後、重合溶媒で適当な溶剤粘度まで希釈し、冷却することで目的のＮＢ
Ｒ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）を得ることができる。
【００５３】
　本発明のＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）は、３０℃で０．３～１．５ｄｌ
／ｇの対数粘度に相当する分子量を有するものが好ましく、より好ましくは、０．４～１
．０ｄｌ／ｇの対数粘度に相当する分子量を有するものである。対数粘度が上記範囲未満
では、Ｂステージ接着剤フィルムが脆化する場合がある。また、一方、上記範囲を越える
と、溶媒に溶解しにくくなり、重合中に不溶化しやすい。また、ワニスの粘度が高くなり
ハンドリングが困難になることがある。
【００５４】
　本発明のＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）のガラス転移温度は、好ましくは
５０℃以上であり、さらに好ましくは１００℃以上である。５０℃未満では、加湿半田耐
熱性が低下するおそれがある。上限は、一般的なプレスラミネート温度条件下において、
接着性を付与する必要があることから１６０℃以下が好ましい。
【００５５】
＜エポキシ樹脂（Ｂ）成分＞
　本発明のエポキシ樹脂（Ｂ）は、１分子あたり２個以上のエポキシ基を有するエポキシ
樹脂であれば特に限定されない。エポキシ樹脂（Ｂ）としては、特に限定されないが、例
えば、シリコーン、ウレタン、ポリイミド、ポリアミド等で変性されていてもよく、また
分子骨格内に硫黄原子、窒素原子等を含んでいてもよい。例えば、ビスフェノールＡ型エ
ポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型、またはそれらに水
素添加したもの、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキ
シ樹脂等のグリシジルエーテル系エポキシ樹脂、ヘキサヒドロフタル酸グリシジルエステ
ル、ダイマー酸グリシジルエステル等のグリシジルエステル系エポキシ樹脂、エポキシ化
ポリブタジエン、エポキシ化大豆油等の線状脂肪族エポキシ樹脂等が挙げられる。これら
の市販品としては、例えば、三菱化学（株）製の商品名ｊＥＲ８２８、１００１等のビス
フェノールＡ　型エポキシ樹脂、新日鉄住金化学（株）製の商品名ＳＴ－２００４、２０
０７等の水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ＤＩＣ（株）製のＥＸＡ－９７２６、新
日鉄住金化学（株）製の商品名ＹＤＦ－１７０、２００４等のビスフェノールＦ型エポキ
シ樹脂、三菱化学（株）製の商品名ｊＥＲ１５２、１５４、ダウケミカル社製の商品名Ｄ
ＥＮ－４３８、ＤＩＣ（株）製の商品名ＨＰ７２００、ＨＰ７２００Ｈ等のフェノールノ
ボラック型エポキシ樹脂、新日鉄住金化学（株）製の商品名ＹＤＣＮ－７００シリーズ、
日本化薬（株）製の商品名ＥＯＣＮ－１２５Ｓ、１０３Ｓ、１０４Ｓ等のクレゾールノボ
ラック型エポキシ樹脂、新日鉄住金化学（株）製の商品名ＹＤ－１７１等の可撓性エポキ
シ樹脂、三菱化学（株）製の商品名Ｅｐｏｎ１０３１Ｓ　、チバ・スペシャルティ・ケミ
カルズ（株）製の商品名アラルダイト０１６３、ナガセケムテック（株）製の商品名デナ
コールＥＸ－６１１、ＥＸ－６１４、ＥＸ－６２２、ＥＸ－５１２、ＥＸ－５２１、ＥＸ
－４２１、ＥＸ－４１１、ＥＸ－３２１等の多官能エポキシ樹脂、三菱化学（株）製の商
品名エピコート６０４　、新日鉄住金化学（株）製の商品名ＹＨ－４３４、チバ・スペシ
ャルティ・ケミカルズ（株）製の商品名アラルダイトＰＴ８１０等の複素環含有エポキシ
樹脂、ダイセル化学工業（株）製の商品名セロキサイド２０２１、ＥＨＰＥ３１５０、Ｕ
ＣＣ社製のＥＲＬ４２３４等の脂環式エポキシ樹脂、ＤＩＣ（株）製の商品名エピクロン
ＥＸＡ－１５１４等のビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、日産化学工業（株）製のＴＥＰ
ＩＣ等のトリグリシジルイソシアヌレート、三菱化学（株）製の商品名ＹＸ－４０００等
のビキシレノール型エポキシ樹脂、三菱化学（株）製の商品名ＹＬ－６０５６等のビスフ
ェノール型エポキシ樹脂等が挙げられ、これらは単独で使用してもよいし、複数を組み合
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わせて使用しても構わない。
【００５６】
　また、エポキシ樹脂（Ｂ）は、一般的にその製造過程において不純物として塩素を含む
。しかしながら、環境負荷低減の観点からハロゲン量を低下することが求められており、
また、塩素、特に加水分解性塩素が多いと絶縁性が低下することが知られている。従って
、エポキシ樹脂（Ｂ）に含まれる全塩素量は２０００ｐｐｍ以下であることが好ましく、
より好ましくは１５００ｐｐｍ以下であり、さらに好ましくは１０００ｐｐｍ以下である
。また、接着剤の不揮発成分中の全塩素量は５００ｐｐｍ以下であることが好ましい。
【００５７】
　これらのエポキシ樹脂のうち、Ｂステージ接着剤フィルム仮付け性付与の観点から、（
Ｂ１）は室温で液状のエポキシ樹脂であることが好ましく、室温で液状かつ１分子あたり
２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂であることがより好ましい。エポキシ樹脂（
Ｂ１）の例としては、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹
脂が挙げられる。また、熱硬化後の塗膜の架橋密度を高くする目的で室温で固体のエポキ
シ樹脂（Ｂ２）を使用することができる。（Ｂ２）は、室温で固体かつ１分子あたり２個
以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂であることが好ましく、室温で固体かつ１分子あ
たり２個より多いエポキシ基を有するエポキシ樹脂であることがより好ましい。多官能エ
ポキシ（Ｂ２）の例としては、官能基数の多いフェノールノボラック型エポキシ樹脂、ｏ
－クレゾールノボラック型エポキシ樹脂が挙げられる。（Ｂ１）と（Ｂ２）のいずれか一
方が、１分子あたり２個以上のエポキシ基を有することが好ましく、（Ｂ１）、（Ｂ２）
とも１分子あたり２個以上のエポキシ基を有することがより好ましい。
【００５８】
　熱硬化後の塗膜の架橋密度を高くすることは、加湿半田耐熱性評価における吸湿条件（
温度４０℃、湿度８０％ＲＨ、２日間）下での塗膜の吸水性を抑制し、１７０℃３ｈｒで
熱硬化した際、以下の式により求められる架橋点間分子量を２０００以下にすることで行
なうことができ、これにより加湿半田耐熱性を向上させることができる。架橋点間分子量
の下限は、特に限定はされないが、一般的には３００程度である。
　架橋点間分子量（Ｍｃ）＝　３ρＲＴ×１００００００／Ｅ´
　但し、Ｒ＝８．３１［Ｊｍｏｌ－１Ｋ－１］とし、Ｅ´、Ｔは動的粘弾性測定、ρは比
重測定により求める。
【００５９】
　１分子中にエポキシ基を２個より多く有する多官能エポキシ（Ｂ２）のエポキシ基の上
限は、特に制限はされないが、市販品が一般的に１２個以下であることから考えると１２
個である。
【００６０】
　エポキシ樹脂（Ｂ）として、組成物中で室温で液状であるエポキシ樹脂（Ｂ１）と１分
子中にエポキシ基を２個より多く有する多官能エポキシ（Ｂ２）を併用する比率としては
、仮付け性付与の観点から、質量比率でＢ１／（Ｂ１＋Ｂ２）を０．６以上とすることが
好ましく、０．６５以上が更に好ましい。質量比率の上限は、特に制限がなく１．０であ
る。
【００６１】
　本発明で用いられるエポキシ樹脂（Ｂ）には、希釈剤として、１分子中にエポキシ基を
１個だけ有するエポキシ化合物をさらに含んでいても構わない。
【００６２】
　本発明の接着剤組成物では、Ｂステージ接着剤フィルム仮付け性付与し、かつ熱硬化後
の塗膜の架橋密度を高くして加湿半田耐熱性や絶縁信頼性を向上させるために（Ａ１＋Ａ
２）／Ｂの質量比率が重要である。（Ａ１＋Ａ２）／Ｂは、０．９以上３．６以下になる
ことが好ましく、１．０以上３．５以下になることが更に好ましい。質量比率が上記範囲
未満では、熱硬化後の塗膜の架橋密度が低くなり、加湿半田耐熱性や絶縁信頼性が不十分
になり、上記範囲を越えると、Ｂステージ接着剤フィルム仮付性が不十分となるため、好
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【００６３】
　また、フェノール性水酸基を有するリン系難燃剤等を併用する場合、フェノール性水酸
基を有する化合物は、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）やＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹
脂（Ａ２）と同様に、エポキシ樹脂（Ｂ）の熱硬化剤として作用する。従って、熱硬化後
の塗膜の架橋密度を高くして加湿半田耐熱性や絶縁信頼性を向上することができる。フェ
ノール性水酸基を有するリン系難燃剤を併用する際のエポキシ樹脂（Ｂ）の使用量は、熱
硬化性樹脂であるエポキシ樹脂（Ｂ）中のエポキシ基の総量と、エポキシ基と反応する熱
硬化剤（Ａ１）、（Ａ２）の酸価＋フェノール性水酸基を有する化合物の水酸基の合計と
のバランスを考慮して決める必要がある。そのため、以下の式により求められる数値が１
．５～７．０であることが好ましく、２．０～６．０であることが更に好ましい。この数
値が上記範囲未満の場合、エポキシ樹脂（Ｂ）不足により、熱硬化剤の一部が熱硬化後も
未反応のまま残存する懸念があり、一方で上記範囲超の場合、過剰分のエポキシ樹脂（Ｂ
）が熱硬化後も未反応のまま残存する懸念がある。熱硬化後の塗膜の架橋密度が低くなる
と、加湿半田耐熱性や絶縁信頼性が低下することがある。
　エポキシ樹脂固形分（質量部）の接着剤固形分（質量部）に対する配合比率×エポキシ
当量［ｅｑ／ｔ］／｛ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）固形分（質量部）の接着剤固形分（
質量部）に対する配合比率×ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）の酸価［ｅｑ／ｔ］＋ＮＢＲ
共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）固形分（質量部）の接着剤固形分（質量部）に対す
る配合比率×ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）の酸価［ｅｑ／ｔ］＋フェノー
ル性水酸基を有する化合物固形分の接着剤固形分（質量部）に対する配合比率×フェノー
ル性水酸基価［ｅｑ／ｔ］｝
【００６４】
＜リン系難燃剤（Ｃ）成分＞
　本発明の接着剤組成物は、さらにリン系難燃剤（Ｃ）を配合することが好ましい。リン
系難燃剤（Ｃ）を配合することで、接着剤の難燃性を向上することができる。リン系難燃
剤（Ｃ）としては、構造中にリン原子を含むものであれば特に限定されないが、耐加水分
解性、耐熱性、ブリードアウトといった点から、ホスファゼン、またはホスフィン酸誘導
体が好ましい。これらは単独でまたは２種類以上組み合わせて用いても構わない。
【００６５】
　ホスファゼン化合物は、下記一般式［Ｉ］又は一般式［ＩＩ］で示されるものである（
式中、Ｘは同じであっても異なってもよく、水素、水酸基、アミノ基、アルキル基、アリ
ール機、有機基を表し、有機基としては、例えば、アルコール基、フェノキシ基、アリル
基、シアノフェノキシ基、ヒドロキシフェノキシ基等が挙げられ、ｎは３～２５の整数で
ある）。
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【００６６】
　これらホスファゼン化合物の市販品としては、例えば、環状フェノキシホスファゼン（
大塚化学（株）製、商品名：ＳＰＢ－１００、ＳＰＥ－１００）、環状シアノフェノキシ
ホスファゼン（（株）伏見製薬所製、商品名：ＦＰ－３００）、環状ヒドロキシフェノキ
シホスファゼン（大塚化学（株）製、商品名：ＳＰＨ－１００）等が挙げられる。これら
は、ｎ＝３のものが主成分であり、エポキシ基と反応する官能基を３個有するものである
。また、エポキシ樹脂（Ｂ）との反応性官能基を有さないホスファゼンは、経時でブリー
ドアウトを生じ、過酷な使用条件下で加水分解などの影響を受けて遊離のリンを溶出し、
電気絶縁性が低下する場合がある。よって、エポキシ樹脂（Ｂ）と反応する官能基を有す
る反応型ホスファゼンが好ましい。具体的には、フェノール性水酸基を有する環状ヒドロ
キシフェノキシホスファゼン等が挙げられる。
【００６７】
　ホスフィン酸誘導体としては、フェナントレン型のホスフィン酸誘導体が好ましく、例
えば、９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１０ホスファフェナントレン－１０－オキシド
（三光（株）製、商品名：ＨＣＡ）、１０－ベンジル－１０－ヒドロ－９－オキサ－１０
－ホスファフェナントレン－１０－オキシド（三光（株）製、商品名：ＢＣＡ）１０－（
２，５－ジヒドロキシフェニル）－１０－Ｈ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレ
ン－１０－オキサイド（三光（株）製、商品名ＨＣＡ－ＨＱ）等が挙げられる。上述した
ホスフィン酸誘導体のうち、ＨＣＡはエポキシ樹脂（Ｂ）との反応性を有するが、ブリー
ドアウトを生じ、耐高温高湿性に劣る場合があるため、性能を考慮して適宜その配合量を
選択する必要がある。上記のリン化合物のほかに、難燃性、半田耐熱性、ブリードアウト
を損なわない範囲で必要に応じ、他のリン化合物を単独または２種以上組み合わせて用い
ても構わない。
【００６８】
　リン系難燃剤（Ｃ）としては、（ｉ）エポキシ基と反応する官能基を有さないリン系難
燃剤と、（ｉｉ）エポキシ基と反応する官能基を２個以上、特に３個有するリン系難燃剤
を併用することが好ましい。（ｉ）と（ｉｉ）のリン系難燃剤の割合は、質量比で好まし
くは１：９～９：１、より好ましくは２：８～８：２である。（ｉ）のリン系難燃剤が多
いと絶縁信頼性が低下するおそれがあり、（ｉｉ）のリン系難燃剤が多いと接着性が低下
することがある。
【００６９】
　（ｉ）エポキシ基と反応する官能基を有さないリン系難燃剤は、熱硬化時に架橋構造に
取り込まれないために熱硬化後の接着剤に柔軟性を付与する役割を有する。例えば、前述
の環状フェノキシホスファゼン（大塚化学（株）製、商品名：ＳＰＢ－１００、ＳＰＥ－
１００）、環状シアノフェノキシホスファゼン（（株）伏見製薬所製、商品名：ＦＰ－３
００）、１０－ベンジル－１０－ヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレン－
１０－オキシド（三光（株）製、商品名：ＢＣＡ）や、リン酸エステル系（大八化学製、
商品名：ＰＸ－２００）などがこれに該当する。（ｉｉ）エポキシ基と反応する官能基を
２個以上有するリン系難燃剤は、熱硬化時に架橋構造に取り込まれることでブリードアウ
トが抑制されるとともに耐熱性を低下させない役割を有する。例えば、前述の環状ヒドロ
キシフェノキシホスファゼン（大塚化学（株）製、商品名：ＳＰＨ－１００）、１０－（
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２，５－ジヒドロキシフェニル）－１０－Ｈ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレ
ン－１０－オキサイド（三光（株）製、商品名ＨＣＡ－ＨＱ）などがこれに該当する。こ
こで、エポキシと反応する官能基が１個のものについては、架橋構造の末端となり、ネッ
トワークを切断してしまうために（ｉｉ）の耐熱性を低下させない効果が不十分になる可
能性がある。
【００７０】
　本発明で用いられるリン系難燃剤（Ｃ）の配合量は、接着剤固形分のリン含有率が１．
１～５．０となるように使用することが好ましく、１．２～４．０となることが更に好ま
しい。接着剤固形分のリン含有率が上記範囲未満の場合、難燃性が低下するおそれがあり
、上記範囲を超える場合、Ｂステージ接着剤フィルム脆化耐性が低下することがある。
【００７１】
＜その他の配合成分＞
　本発明の接着剤組成物には、前記ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリア
ミドイミド樹脂（Ａ２）、エポキシ樹脂（Ｂ）およびリン系難燃剤（Ｃ）の他に、密着性
、耐薬品性、耐熱性等の特性をよりいっそう向上するために、硬化促進剤（重合触媒）を
添加することができる。本発明で用いられる硬化促進剤としては、上記のポリアミドイミ
ド樹脂（Ａ）、エポキシ樹脂（Ｂ）の硬化反応を促進できるものであればよく、特に制限
はない。
【００７２】
　このような硬化促進剤の具体例としては、例えば、四国化成工業（株）製、２ＭＺ、２
Ｅ４ＭＺ、Ｃ１１Ｚ、Ｃ１７Ｚ、２ＰＺ、１Ｂ２ＭＺ、２ＭＺ－ＣＮ、２Ｅ４ＭＺ－ＣＮ
、Ｃ１１Ｚ－ＣＮ、２ＰＺ－ＣＮ、２ＰＨＺ－ＣＮ、２ＭＺ－ＣＮＳ、２Ｅ４ＭＺ－ＣＮ
Ｓ、２ＰＺ－ＣＮＳ、２ＭＺ－ＡＺＩＮＥ、２Ｅ４ＭＺ－ＡＺＩＮＥ、Ｃ１１Ｚ　－ＡＺ
ＩＮＥ、２ＭＡ－ＯＫ、２Ｐ４ＭＨＺ、２ＰＨＺ、２Ｐ４ＢＨＺ等のイミダゾール誘導体
、アセトグアナミン、ベンゾグアナミン等のグアナミン類、ジアミノジフェニルメタン、
ｍ－フェニレンジアミン、ｍ－キシレンジアミン、ジアミノジフェニルスルホン、ジシア
ンジアミド、尿素、尿素誘導体、メラミン、多塩基ヒドラジド等のポリアミン類、これら
の有機酸塩および／またはエポキシアダクト、三フッ化ホウ素のアミン錯体、エチルジア
ミノ－Ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－Ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－キ
シリル－Ｓ－トリアジン等のトリアジン誘導体類、トリメチルアミン、トリエタノールア
ミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルオクチルアミン、Ｎ－ベンジルジメチルアミン、ピリジン、Ｎ－
メチルモルホリン、ヘキサ（Ｎ－メチル）メラミン、２，４，６－トリス（ジメチルアミ
ノフェノール）、テトラメチルグアニジン、ＤＢＵ（１，８－ジアザビシクロ［５，４，
０］－７－ウンデセン）、ＤＢＮ（１，５－ジアザビシクロ［４，３，０］－５－ノネン
）等の三級アミン類、これらの有機酸塩及び／又はテトラフェニルボロエート、ポリビニ
ルフェノール、ポリビニルフェノール臭素化物、トリブチルホスフィン、トリフェニルホ
スフィン、トリス－２－シアノエチルホスフィン等の有機ホスフィン類、トリ－ｎ－ブチ
ル（２，５－ジヒドロキシフェニル）ホスホニウムブロマイド、ヘキサデシルトリブチル
ホスホニウムクロライド、テトラフェニルホスホニウムテトラフェニルボロエート等の四
級ホスホニウム塩類、ベンジルトリメチルアンモニウムクロライド、フェニルトリブチル
アンモニウムクロライド等の四級アンモニウム塩類、前記ポリカルボン酸無水物、ジフェ
ニルヨードニウムテトラフルオロボロエート、トリフェニルスルホニウムヘキサフルオロ
アンチモネート、２，４，６－トリフェニルチオピリリウムヘキサフルオロホスフェート
、イルガキュアー２６１（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）製）、オプトマ－Ｓ
Ｐ－１７０（ＡＤＥＫＡ（株）製）等の光カチオン重合触媒、スチレン－無水マレイン酸
樹脂、フェニルイソシアネートとジメチルアミンの等モル反応物や、トリレンジイソシア
ネート、イソホロンジイソシアネート等の有機ポリイソシアネートとジメチルアミンの等
モル反応物等が挙げられる。これらを単独で又は２種類以上組み合わせて用いても構わな
い。好ましくは潜在硬化性を有する硬化促進剤であり、ＤＢＵ、ＤＢＮの有機酸塩及び／
又はテトラフェニルボロエートや、光カチオン重合触媒等が挙げられる。
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【００７３】
　硬化促進剤の使用量は、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）＋ＮＢＲ共重合ポリアミドイミ
ド（Ａ２）の合計を１００質量部とした場合、０～２０質量部が好ましい。２０質量部を
超えると、樹脂組成物の保存安定性や加湿半田耐熱性が低下することがある。
【００７４】
　本発明の接着剤組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、熱硬化後の塗膜の架橋
密度を高め、絶縁信頼性や加湿半田耐熱性を向上させる目的で、フェノール性水酸基を有
する化合物を添加することができる。フェノール性水酸基を有する化合物としては、構造
中にフェノール性水酸基を含むものであれば特に限定されない。溶剤溶解性、ポリアミド
イミド樹脂との相溶性の観点から、フェノール性水酸基濃度が高い化合物が好ましい。
【００７５】
　これらの化合物の市販品としては、例えば、旭有機材工業（株）製ＥＰ４０２０Ｇ、Ｅ
Ｐ４０５０Ｇ、ＥＰ４０８０Ｇ、ＥＰＲ５０１０Ｇ、ＥＰＲ５０３０Ｇ、ＥＰ６０５０Ｇ
、ヤスハラケミカル（株）製ＹＳポリスターＫ１２５、Ｋ１４０、Ｇ１２５、Ｇ１５０、
明和化成（株）製ＭＥＨＣ－７８００グレード、ＭＥＨＣ－７８５１グレード、ＭＥＨＣ
－７８４１グレード、ＭＥＨ－８０００グレード、ＭＥＨ－７０００、ＭＥＨ－７６００
シリーズ、ＭＥＨ－７５００シリーズ、ＤＬ－シリーズ、Ｈ－４、ＨＦ－１Ｍ、ＨＦ－３
Ｍ、ＨＦ－４Ｍ、ＸＭＥＨ－００１－０１、ＸＭＥＨ－００２－０１、ＸＭＥＨ－００３
－０１、田岡化学工業社製スミカノール６１０、荒川化学工業社製タマノル１０１０Ｒ、
タマノル１００Ｓ、タマノル５１０、タマノル７５０９、タマノル７７０５、昭和電工社
製ショウノールＣＫＭ－１６３４、ショウノールＣＫＭ－１６３６、ショウノールＣＫＭ
－１７３７、ショウノールＣＫＭ－１２８２、ショウノールＣＫＭ－９０４、ショウノー
ルＣＫＭ－９０７、ショウノールＣＫＭ－９０８、ショウノールＣＫＭ－９８３、ショウ
ノールＣＫＭ－２４００、ショウノールＣＫＭ－９４１、ショウノールＣＫＭ－２１０３
、ショウノールＣＫＭ－２４３２、ショウノールＣＫＭ－５２５４、ＢＫＭ－２６２０、
ＢＲＰ－５９０４、ＲＭ－０９０９，ＢＬＳ－２０３０、ＢＬＳ－３５７４、ＢＬＳ－３
１２２、ＢＬＳ－３６２、ＢＬＳ－３５６、ＢＬＳ－３１３５、ＣＬＳ－３９４０、ＣＬ
Ｓ－３９５０、ＢＲＳ－３５６、ＢＲＳ－６２１、ＢＬＬ－３０８５、ＢＲＬ－１１３、
ＢＲＬ－１１４、ＢＲＬ－１１７、ＢＲＬ－１３４、ＢＲＬ－２７４、ＢＲＬ－２５８４
、ＢＲＬ－１１２Ａ、ＢＲＬ－１２０Ｚ、ＣＫＳ－３８９８、スケネクタディーケミカル
社製ＳＰ－４６０Ｂ、ＳＰ－１０３Ｈ，ＨＲＪ－１３６７、群栄化学工業社製レジトップ
ＰＬ２２１１、住友ベークライト社製ＰＲ－ＨＦ－３、ＰＲ－５３１９４、ＰＲ－５３１
９５、フドー社製ニカノールＨＰ－１５０、ニカノールＨＰ－１２０，ニカノールＨＰ－
１００、ニカノールＨＰ－２１０、ＤＩＣ社製プライオーフェン５０１０、プライオーフ
ェン５０３、ＴＤ－４４７等が挙げられる。
【００７６】
　また、熱硬化時に自己架橋することによってフェノール性水酸基を生じる化合物として
は、四国化成工業製Ｆ－ａ型ベンゾオキサジン、Ｐ－ｄ型ベンゾオキサジン、小西化学工
業製ＢＦ－ＢＸＺ、ＢＳ－ＢＸＺ等が挙げられる。
【００７７】
　フェノール性水酸基を有する化合物の配合量は、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）＋ＮＢ
Ｒ共重合ポリアミドイミド（Ａ２）の合計を１００質量部とした場合、３～２０質量部が
好ましい。３質量部未満の場合、架橋密度向上効果が得られにくく、２０質量部を超える
と、Ｂステージシートが脆化するおそれがある。
【００７８】
　本発明の接着剤組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、熱圧着時の流れ出しを
抑制する目的で、高耐熱樹脂を添加することができる。高耐熱樹脂としては、ポリアミド
イミド樹脂（Ａ１）のように、ガラス転移温度が１６０℃以上の樹脂であることが好まし
い。具体的には、特に限定されないが、ポリイミド樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、ポリ
エーテルエーテルケトン樹脂などが挙げられる。また、高耐熱樹脂は溶剤に溶解すること
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が好ましい。これらの条件を満たすものとしては、全酸成分に由来する構成単位を１００
ｍｏｌ％とした場合に、芳香環を有するポリカルボン酸の無水物が９０ｍｏｌ％以上であ
る樹脂が好ましい。これらの高耐熱樹脂の配合量は、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド（Ａ
２）を１００質量部とした場合、５～６０質量部が好ましく、更に好ましくは６～５０質
量部である。配合量が少なすぎる場合は、流れ出し抑制効果が得られにくく、多すぎる場
合は、Ｂステージ接着剤シート仮付け性や、接着性が低下することがある。
【００７９】
　本発明の接着剤組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、ラミネート時の接着剤
の流れ出し低減の目的で前述のエポキシ樹脂（Ｂ）に加えてグリシジルアミンを加えるこ
とができる。添加するグリシジルアミンの量は、接着剤中のポリアミドイミド樹脂（Ａ１
）とＮＢＲ共重合ポリアミドイミド（Ａ２）、エポキシ樹脂（Ｂ）の合計質量に対して、
０．０１～５質量％が好ましく、０．０５～２質量％がさらに好ましい。グリシジルアミ
ンの添加量が多すぎるとラミネート時の接着剤の流動性が少なくなりすぎ回路の埋め込み
性が低下する可能性があり、添加量が少なすぎると十分な流れ出し抑制効果を得ることが
できない可能性がある。グリシジルアミンとしては、三菱ガス化学（株）製の商品名ＴＥ
ＴＲＡＤ－Ｘ、ＴＥＴＲＡＤ－Ｃ、日本化薬（株）製の商品名ＧＡＮ、住友化学（株）製
の商品名ＥＬＭ－１２０等が挙げられ、これらは単独で使用してもよいし、複数を組み合
わせて使用しても構わない。
【００８０】
　本発明の接着剤組成物には、接着性向上の目的でシランカップリング剤を加えることが
でき、従来公知のシランカップリング剤であれば特に限定されない。その具体例としては
、アミノシラン、メルカプトシラン、ビニルシラン、エポキシシラン、メタクリルシラン
、イソシアネートシラン、ケチミンシランもしくはこれらの混合物もしくは反応物、また
は、これらとポリイソシアネートとの反応により得られる化合物等が挙げられる。このよ
うなシランカップリング剤としては、例えば、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、
３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、
３－アミノプロピルエチルジエトキシシラン、ビストリメトキシシリルプロピルアミン、
ビストリエトキシシリルプロピルアミン、ビスメトキシジメトキシシリルプロピルアミン
、ビスエトキシジエトキシシリルプロピルアミン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチル
ジメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルトリエトキシシラン
、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルエチルジエトキシシラン等のアミノシ
ラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリエトキ
シシラン、γ－メルカプトプロピルメチルジメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルメ
チルジエトキシシラン、γ－メルカプトプロピルエチルジエトキシシラン等のメルカプト
シラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、トリス－（２－メトキ
シエトキシ）ビニルシラン等のビニルシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシ
ラン、γ－グリシドキシプロピルジメチルエトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルメ
チルジエトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルメチルジメトキ
シシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシク
ロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等のエポキシシラン、３－メタクリロキシプロピ
ルメチルジメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタ
クリロキシプロピルメチルジエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシ
シラン等のメタクリルシラン、イソシアネートプロピルトリエトキシシラン、イソシアネ
ートプロピルトリメトキシシラン等のイソシアネートシラン、ケチミン化プロピルトリメ
トキシシラン、ケチミン化プロピルトリエトキシシラン等のケチミンシランが挙げられ、
これらを単独、又は２種類以上併用して用いても構わない。これらのシランカップリング
剤のうちエポキシシランは、反応性のエポキシ基を有するため、ポリアミドイミド樹脂と
反応することができ、耐熱性、耐湿熱性向上の点で好ましい。シランカップリング剤の配
合量は、接着剤組成物の不揮発分全体を１００質量％とした場合、好ましくは０～１０質
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量％であり、より好ましくは０～５質量％である。配合量が上記範囲を超えると加湿半田
耐熱性が低下することがある。
【００８１】
　本発明の接着剤組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、半田耐熱性を向上させ
る目的で有機・無機フィラーを添加することができる。無機フィラーとしては、例えば、
シリカ（ＳｉＯ２、日本アエロジル（株）製の商品名アエロジェル）、アルミナ（Ａｌ２

Ｏ３）、チタニア（ＴｉＯ２）、酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ５）、ジルコニア（ＺｒＯ２）
、窒化ケイ素（Ｓｉ３Ｎ４）、チタン酸バリウム（ＢａＯ・ＴｉＯ２）、炭酸バリウム（
ＢａＣＯ３）、チタン酸鉛（ＰｂＯ・ＴｉＯ２）、チタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）、チ
タン酸ジルコン酸ランタン鉛（ＰＬＺＴ）、酸化ガリウム（Ｇａ２Ｏ３）、スピネル（Ｍ
ｇＯ・Ａｌ２Ｏ３）、ムライト（３Ａｌ２Ｏ３・２ＳｉＯ２）、コーディエライト（２Ｍ
ｇＯ・２Ａｌ２Ｏ３・５ＳｉＯ２）、タルク（３ＭｇＯ・４ＳｉＯ２・Ｈ２Ｏ）、チタン
酸アルミニウム（ＴｉＯ２－Ａｌ２Ｏ３）、イットリア含有ジルコニア（Ｙ２Ｏ３－Ｚｒ
Ｏ２）、ケイ酸バリウム（ＢａＯ・８ＳｉＯ２）、窒化ホウ素（ＢＮ）、炭酸カルシウム
（ＣａＣＯ３）、硫酸カルシウム（ＣａＳＯ４）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、チタン酸マグネ
シウム（ＭｇＯ・ＴｉＯ２）、硫酸バリウム（ＢａＳＯ４）、有機化ベントナイト、カー
ボン（Ｃ）、有機化スメクタイト（コープケミカル（株）製の商品名ルーセンタイト（登
録商標）ＳＴＮ、ルーセンタイトＳＰＮ、ルーセンタイトＳＡＮ、ルーセンタイトＳＥＮ
）などを使用することができ、これらは単独でも二種以上を組み合わせて用いても構わな
い。
【００８２】
　本発明に用いられる無機フィラーとしては、平均粒子径５０μｍ以下、最大粒子径１０
０μｍ以下の粒子径のものが好ましく、平均粒子径２０μｍ以下が更に好ましく、平均粒
子径１０μｍ以下が最も好ましい。ここでいう平均粒子径（メジアン径）は、レーザ回折
・散乱式粒度分布測定装置を用いて体積基準で求められる値である。平均粒子径が５０μ
ｍを超えると、Ｂステージ接着剤フィルムが脆化するおそれや、外観不良が発生する場合
がある。
【００８３】
　本発明に用いられる有機フィラーとしては、ポリイミド樹脂粒子、ベンゾグアナミン樹
脂粒子、エポキシ樹脂粒子等が挙げられる。
【００８４】
　本発明の接着剤組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、塗布時のレベリング性
や脱泡性を向上させる目的でシリコーン系、フッ素系、高分子系等の消泡剤、レベリング
剤を添加することができる。
【００８５】
　これらの、その他成分の配合量は、接着剤組成物の不揮発分を１００質量％とした場合
、合計で２５質量％未満であることが好ましい。即ち、主要成分であるＡ１＋Ａ２＋Ｂ＋
Ｃの配合量を７５質量％以上とすることで、目的の接着剤特性を発現することができる。
【００８６】
＜接着剤組成物（接着剤）＞
　本発明の接着剤組成物（接着剤）は、前述したポリアミドイミド樹脂（Ａ１）成分、Ｎ
ＢＲ共重合ポリアミドイミド（Ａ２）、エポキシ樹脂（Ｂ）成分を含有し、必要によりリ
ン系難燃剤（Ｃ）成分を含有する組成物である。さらに必要に応じて、その他の配合成分
を前述の割合で配合することができる。これにより、フレキシブルプリント配線板に好適
な接着剤として用いることができる。
【００８７】
＜接着剤溶液＞
　接着剤溶液は、本発明の接着剤組成物（接着剤）を前記重合溶媒に溶解したものである
。接着剤溶液は、Ｂ型粘度計での粘度が２５℃で３ｄＰａ・ｓ～３０ｄＰａ・ｓの範囲が
好ましく、４ｄＰａ・ｓ～２０ｄＰａ・ｓの範囲がさらに好ましい。粘度が上記範囲未満
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であると、塗布時の溶液の流れ出し量が大きくなり、膜厚が薄膜化する傾向がある。粘度
が上記範囲を超えると塗布の際、基材へのレベリング性が低下する傾向がある。
【００８８】
＜接着剤フィルム＞
　接着剤溶液は、例えば、次のようにして溶剤を留去し、接着剤フィルムを得ることがで
きる。即ち、離型フィルムに、スクリーン印刷法、スプレー法、ロールコート法、静電塗
装法、カーテンコート法等の方法により５～８０μｍの膜厚で前述の接着剤溶液を塗布し
、塗膜を６０～１５０℃で３～１０分間乾燥し、溶剤を留去する。乾燥は空気中でも不活
性雰囲気中でもよい。
【００８９】
　また、熱圧着時の接着剤の流動性を調整する目的で、溶剤乾燥後に加熱処理を行い、ポ
リアミドイミド樹脂とエポキシ樹脂を一部反応させることもある。また、熱圧着前の状態
をＢステージと呼ぶ。
【００９０】
　ＦＰＣにおいて接着剤が使われる部位としては、ＣＬフィルム、接着剤フィルム、３層
銅張り積層板が挙げられる。
【００９１】
　ＣＬフィルムおよび接着剤フィルムにおいては、Ｂステージ状態で巻き取り、保存、切
断、打ち抜きなどの加工を行うことが一般的であり、Ｂステージ状態での柔軟性も必要で
ある。一方、３層銅張り積層板においては、Ｂステージ状態形成後にすぐに熱圧着及び熱
硬化を行うことが一般的である。
【００９２】
　また、上記のいずれの用途においても、Ｂステージ接着剤フィルムを被着体と熱圧着し
、熱硬化処理を行って使用する。
【００９３】
　ＣＬフィルムは、絶縁性プラスチックフィルム／接着剤層もしくは絶縁性プラスチック
フィルム／接着剤層／保護フィルムからなる。絶縁性プラスチックフィルムとは、ポリイ
ミド、ポリアミドイミド、ポリエステル、ポリフェニレンスルフィド、ポリエーテルスル
ホン、ポリエーテルエーテルケトン、アラミド、ポリカーボネート、ポリアリレート等の
プラスチックからなる厚さ１～２００μｍのフィルムであり、これらから選ばれる複数の
フィルムを積層してもよい。保護フィルムは、接着剤の特性を損なうことなく剥離可能で
あれば特に制限はないが、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリオレフィン、ポ
リエステル、ポリメチルペンテン、ポリ塩化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、ポリフェニ
レンスルフィド等のプラスチックフィルム、及びこれらをシリコーンあるいはフッ化物あ
るいはその他の離型剤をコーティング処理したフィルム、これらをラミネートした紙、剥
離性のある樹脂を含浸あるいはコーティングした紙などが挙げられる。
【００９４】
　接着剤フィルムは、接着剤からなる接着剤層の少なくとも片面に保護フィルムを設けた
構造であり、保護フィルム／接着剤層、もしくは保護フィルム／接着剤／保護フィルムの
構成である。接着剤層の中に絶縁性プラスチックフィルム層を設ける場合もある。接着フ
ィルムは多層プリント基板に使用することができる。
【００９５】
　３層銅張り積層板は、接着剤によって絶縁性プラスチックフィルムの少なくとも片面に
銅箔を貼り合わせた構成である。銅箔は、特に制限されないが、フレキシブルプリント配
線板に従来用いられている圧延銅箔、電解銅箔を使用することができる。
【００９６】
　このようにして得られたＦＰＣのポリアミドイミド樹脂層は、フレキシブルプリント配
線板のソルダーレジスト層、表面保護層、層間絶縁層または接着層となる。このように本
発明のポリアミドイミド樹脂組成物は、被膜形成材料として、半導体素子や各種電子部品
用オーバーコートインキ、ソルダーレジストインキ、層間絶縁膜に有用である他、塗料、
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コーティング剤、接着剤等としても使用できる。ここで、ソルダーレジスト層とは、回路
導体のはんだ付けする部分を除いた全面に皮膜形成されるもので、プリント配線板に電子
部品を配線する際、はんだが不必要な部分に付着するのを防ぐとともに、回路が直接空気
に暴露されるのを防止する保護皮膜として使用されるものである。表面保護層とは、回路
部材の表面に貼り付けて加工工程や使用環境から電子部材を機械的、化学的に保護するた
めに使用されるものである。層間絶縁層とは、パッケージ基板中の微細配線が形成されて
いる層の間で通電するのを防ぐために使用されるものである。接着層とは、主に金属層と
フィルム層を接着し、貼り合わせ加工を行う場合に使用されるものである。
【実施例】
【００９７】
　本発明をさらに具体的に説明するために、以下に実施例を挙げるが、本発明はこれらに
限定されるものではない。なお、実施例中の特性値の評価は以下の方法によって行なった
。
【００９８】
＜対数粘度＞
　ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）またはＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）をポ
リマー濃度が０．５ｇ／ｄｌとなるようにＮ－メチル－２－ピロリドンに溶解した。その
溶液の溶液粘度及び溶媒粘度を３０℃で、ウベローデ型粘度管により測定して、下記の式
で計算した。
　対数粘度（ｄｌ／ｇ）＝［ｌｎ（Ｖ１／Ｖ２）］／Ｖ３
Ｖ１：溶媒（Ｎ－メチル－２－ピロリドン）がウベローデ型粘度管のキャピラリーを通過
する時間から算出
Ｖ２：ポリマー溶液がウベローデ型粘度管のキャピラリーを通過する時間から算出
Ｖ３：ポリマー濃度（ｇ／ｄｌ）
【００９９】
＜酸価＞
　ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）またはＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）の０
．２ｇを２０ｍｌのＮ－メチルピロリドンに溶解し、０．１Ｎの水酸化カリウムエタノー
ル溶液で滴定し、（Ａ）成分１０＾６ｇあたりの当量（当量／１０＾６ｇ）を求めた。
【０１００】
＜接着性＞
　接着剤溶液をポリイミドフィルム（カネカ製　アピカル１２．５ＮＰＩ）に乾燥後の厚
みが２０μｍとなるように塗布し、１４０℃、３分間熱風乾燥機で乾燥させ、Ｂステージ
接着剤フィルムを得た。このＢステージ接着剤フィルムの接着剤塗布面と銅箔（ＪＸ日鉱
日石製　ＢＨＹ　厚み１８μｍ）の光沢面を真空プレスラミネート機で、１６０℃、３Ｍ
Ｐａ、３０秒間減圧下で熱圧着させ、その後、１７０℃で３時間加熱硬化した。硬化後の
積層材を、引っ張り試験機（島津製オートグラフＡＧ－Ｘ　ｐｌｕｓ）を用いて２５℃の
雰囲気下でポリイミドフィルムを９０°の方向に５０ｍｍ／ｍｉｎの速度で引き剥がし、
接着強度を測定した。
　○：接着強度０．６Ｎ／ｍｍ以上またはポリイミドフィルム材破
　×：接着強度０．６Ｎ／ｍｍ未満
【０１０１】
＜絶縁信頼性＞
　接着性評価と同様にＢステージ接着剤フィルムを作製し、Ｌ／Ｓ＝５０／５０μｍのく
し型パターンに真空プレスラミネート機を用いて、１６０℃、３ＭＰａ、３０秒間減圧下
で熱圧着させ、その後、１７０℃で３時間加熱硬化した。温度８５℃、湿度８５％の環境
下、２００Ｖの電圧を２５０時間印加した。
　○：２５０時間後の抵抗値１×１０８Ω以上かつデンドライトなし
　×：２５０時間後の抵抗値１×１０８Ω未満かつデンドライトあり
××：２５０時間以内に短絡
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【０１０２】
＜流れ出し＞
　絶縁信頼性評価と同様にＢステージ接着剤フィルムをＬ／Ｓ＝５０／５０μｍのくし型
パターンに真空プレスラミネート機を用いて、１６０℃、３ＭＰａ、３０秒間減圧下で熱
圧着し、ＣＬ端部から配線間に流れ出した接着剤量をマイクロスコープで測定した。
　○：流れ出し量１００μｍ未満
　×：流れ出し量１００μｍ以上
【０１０３】
＜加湿半田耐熱性＞
　接着性評価と同様に加熱硬化させた積層材を作製し、２０ｍｍ角に切断し、温度４０℃
、湿度８０％ＲＨの環境下に２日間静置後、２８０℃の半田浴にポリイミド面を上にして
１分間フロートさせた。
　○：膨れや剥がれなし
　×：膨れもしくは剥がれあり
【０１０４】
＜接着剤組成物モルフォロジー測定＞
　接着剤溶液を銅箔（ＪＸ日鉱日石製　ＢＨＹ　厚み１８μｍ）の光沢面に乾燥後の厚み
が２０μｍとなるように塗布し、１７０℃で３時間加熱硬化した。得られた試料をエポキ
シ樹脂に包埋し、クライオミクロトームを用いて凍結切片を作製した。作製した切片をＯ
ｓＯ４蒸気中で３０分間染色し、カーボン蒸着した。日本電子製ＪＥＭ２１００透過電子
顕微鏡を用い、加速電圧２００ｋＶ条件下で観察した。
　○：接着剤組成物が０．１μｍ以上のドメインを含まず、均一相を形成
　×：接着剤組成物が０．１μｍ以上のドメインを含み、海島の相分離構造を形成
【０１０５】
＜難燃性＞
　接着性の評価と同様にＢステージ接着剤フィルムを調製し、接着剤塗布面とポリイミド
フィルム（カネカ製　アピカル１２．５ＮＰＩ）とを真空プレスラミネート機を用いて、
１６０℃、３ＭＰａ、３０秒間減圧下で熱圧着させ、その後、１７０℃で３時間加熱硬化
した。硬化後のサンプルをＵＬ－９４ＶＴＭ規格に準拠して、難燃性を評価した。
　○：ＶＴＭ－０相当
　×：ＶＴＭ－０を満足しない
【０１０６】
＜Ｂステージ接着剤フィルム脆化耐性＞
　接着剤の溶液をＰＥＴフィルム（東洋紡製　Ｅ５１０１　厚み５０μｍ）に乾燥後の厚
みが２０μｍとなるように塗布し、１４０℃で３分間熱風乾燥機で乾燥させ、Ｂステージ
接着剤フィルムを得た。接着剤面を巻き外側にして１８０°折り曲げて、１ｋｇの鐘を乗
せた。
　○：接着剤フィルムに割れが発生しない
　×：接着剤フィルムに割れが発生
【０１０７】
＜Ｂステージ接着剤フィルム仮付け性＞
　Ｂステージ接着剤フィルム脆化耐性評価と同様にして得たＢステージ接着剤フィルムの
接着剤塗布面と銅箔（ＪＸ日鉱日石製　ＢＨＹ　厚み１８μｍ）の光沢面をロールラミネ
ーターで、９０℃、０．３ＭＰａ、０．７５ｍ／ｍｉｎの条件下で熱圧着した。
　○：接着剤フィルムが完全に銅箔へ転写
　△：接着剤フィルムの一部が銅箔へ転写、一部はＰＥＴフィルム上に残り、破断
　×：接着剤フィルムが全く銅箔へ転写せず、ＰＥＴフィルム上に残る
【０１０８】
＜ＡＣＦ密着性＞
　圧延銅箔（ＪＸ日鉱日石製　ＢＨＹ　厚み１２μｍ）の非光沢面に接着剤溶液を、乾燥
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後の厚みが３．５μｍとなるように塗布し、１４０℃、３分間熱風乾燥機で乾燥させ、Ｂ
ステージ接着剤フィルムを得た。このＢステージ接着剤フィルムの接着剤塗布面とポリイ
ミドフィルム（カネカ製　アピカル１２．５ＮＰＩ）を真空プレスラミネート機で、１３
０℃、２ＭＰａ、５秒間減圧下で熱圧着することにより銅箔／接着剤／ポリイミドフィル
ムから成る３層片面ＣＣＬを得た。さらに、得られた積層体のポリイミド面に、同様の方
法でＢステージ接着剤フィルムを熱圧着することにより、銅箔／接着剤／ポリイミドフィ
ルム／接着剤／銅箔から成る５層両面ＣＣＬを調製し、１００℃で２時間、次いで２００
℃で３時間加熱硬化させた。
　次に、得られた両面ＣＣＬをＬ／Ｓ＝０．１／０．１ｍｍでパターニングし、１０×３
０ｍｍの大きさに切り出した。パターニングした両面ＦＰＣとＡＣＦ（日立化成製　ＡＣ
－７１０６）を８０℃、１ＭＰａ、５秒間熱圧着して仮付けし、得られたＦＰＣ／ＡＣＦ
積層体のＡＣＦ面とソーダガラス（２６×７６ｍｍ　ｔ＝１．３ｍｍ）を１８０℃、２Ｍ
Ｐａ、１５秒間熱圧着させた。
　得られたＦＰＣ／ＡＣＦ／ソーダガラス積層体について、引っ張り試験機を用いて、２
５℃の雰囲気下でＦＰＣを９０°の方向に５０ｍｍ／ｍｉｎの速度で引き剥がし、接着強
度を測定した。
○：接着強度０．５Ｎ／ｍｍ以上またはＦＰＣ材破
×：接着強度０．５Ｎ／ｍｍ未満
【０１０９】
＜架橋点間分子量＞
　下記式により算出した。
　架橋点間分子量（Ｍｃ）＝　３ρＲＴ×１００００００／Ｅ´
　但し、Ｒ＝８．３１［Ｊｍｏｌ－１Ｋ－１］とし、Ｅ´、Ｔは動的粘弾性測定、ρは比
重測定により求めた。
【０１１０】
＜動的粘弾性測定＞
　接着剤溶液を銅箔（ＪＸ日鉱日石製　ＢＨＹ　厚み１８μｍ）の光沢面に乾燥後の厚み
が２０μｍとなるように塗布し、１７０℃で３時間加熱硬化した。得られた試料をエッチ
ング処理して銅箔を除去した後、幅１０ｍｍ、厚さ２０μｍの短冊状に切断し、アイテイ
計測制御社製動的粘弾性測定装置ＤＶＡ－２２０を用いて、周波数１１０Ｈｚで動的粘弾
性の測定を行った。ゴム状平坦領域における最低の貯蔵弾性率をＥ´、そのときの温度を
Ｔとした。
【０１１１】
＜比重測定＞
　接着剤溶液を銅箔（ＪＸ日鉱日石製　ＢＨＹ　厚み１８μｍ）の光沢面に乾燥後の厚み
が２０μｍとなるように塗布し、１７０℃で３時間加熱硬化した。得られた試料をエッチ
ング処理して銅箔を除去した後、ＪＩＳ　Ｚ８８０７　８（液中ひょう量法）に準じて各
サンプルの２３℃における比重を島津製作所比重測定装置ＳＧＭ－３００Ｐを用いて測定
した。
【０１１２】
（製造例１）ポリアミドイミド樹脂（Ａ１－１）の合成
　トリメリット酸無水物２６８．９８ｇ（１．４０モル）、ジイソシアネートとして４，
４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）３１５．３２ｇ（１．２６モル）を
入れ、Ｎ－メチル－２－ピロリドン７１０．０９ｇに溶解した。その後、窒素気流下、撹
拌しながら、１４０℃で５時間反応させた後、ジメチルアセトアミド１６９．０７ｇ加え
て希釈し、室温まで冷却することにより、不揮発分３５質量％の褐色で粘調なポリアミド
イミド樹脂溶液（Ａ１－１）を得た。
【０１１３】
（製造例２）ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２－１）の合成
　トリメリット酸無水物２４８．５４ｇ（１．２９モル）、ＮＢＲ２２５．４０ｇ（０．
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０６モル）、セバシン酸８．４９ｇ（０．０４モル）、ジイソシアネートとして４，４’
－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）３５３．８５ｇ（１．４１モル）を入れ
、ジメチルアセトアミド１０６９．５９ｇに溶解した。その後、窒素気流下、撹拌しなが
ら、１４０℃で５時間反応させた後、ジメチルアセトアミド５９４．２２ｇ加えて希釈し
、室温まで冷却することにより、不揮発分３０質量％の褐色で粘調なＮＢＲ共重合ポリア
ミドイミド樹脂溶液（Ａ２－１）を得た。
【０１１４】
（製造例３）ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２－２）の合成
　トリメリット酸無水物２５６．６１ｇ（１．３４モル）、ＮＢＲ２２５．４０ｇ（０．
０６モル）、ジイソシアネートとして４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（Ｍ
ＤＩ）３５２．１０ｇ（１．４１モル）を入れ、ジメチルアセトアミド１０６６．３２ｇ
に溶解した。その後、窒素気流下、撹拌しながら、１４０℃で５時間反応させた後、ジメ
チルアセトアミド５９２．４０ｇ加えて希釈し、室温まで冷却することにより、不揮発分
３０質量％の褐色で粘調なＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂溶液（Ａ２－２）を得た。
【０１１５】
（製造例４）ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２－３）の合成
　トリメリット酸無水物２６２．２６ｇ（１．３７モル）、ＮＢＲ１２２．５０ｇ（０．
０４モル）、ジイソシアネートとして４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（Ｍ
ＤＩ）３５３．８５ｇ（１．４１モル）を入れ、ジメチルアセトアミド９２１．２３ｇに
溶解した。その後、窒素気流下、撹拌しながら、１４０℃で５時間反応させた後、ジメチ
ルアセトアミド５１１．７９ｇ加えて希釈し、室温まで冷却することにより、不揮発分３
０質量％の褐色で粘調なＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂溶液（Ａ２－３）を得た。
【０１１６】
（製造例５）ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２－４）の合成
　トリメリット酸無水物２５６．６１ｇ（１．３４モル）、ＮＢＲ２２５．４０ｇ（０．
０６モル）、ジアミンとして４，４’－ジアミノジフェニルメタン２８０．３４ｇ（１．
４１モル）を入れ、ジメチルアセトアミド１０６７．１７ｇに溶解した。その後、窒素気
流下、撹拌しながら、８０℃で４時間反応させた。その後、更に１５０℃で１０時間反応
させた後、ジメチルアセトアミド５９２．８７ｇ加えて希釈し、室温まで冷却することに
より、不揮発分３０質量％の褐色で粘調なＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂溶液（Ａ２
－４）を得た。
【０１１７】
（比較製造例１）ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２－５）の合成
　トリメリット酸無水物２５２．８４ｇ（１．３２モル）、ＮＢＲ２９４．００ｇ（０．
０８モル）、ジイソシアネートとして４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（Ｍ
ＤＩ）３５３．８５ｇ（１．４１モル）を入れ、ジメチルアセトアミド１１６４．３５ｇ
に溶解した。その後、窒素気流下、撹拌しながら、１４０℃で５時間反応させた後、ジメ
チルアセトアミド６４６．８６ｇ加えて希釈し、室温まで冷却することにより、不揮発分
３０質量％の褐色で粘調なＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂溶液（Ａ２－５）を得た。
【０１１８】
（比較製造例２）ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２－６）の合成
　トリメリット酸無水物２２１．９１ｇ（１．１５モル）、ＮＢＲ１２２．５０ｇ（０．
０４モル）、セバシン酸４２．４７ｇ（０．２１モル）、ジイソシアネートとして４，４
’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）３５２．１０ｇ（１．４１モル）を入
れ、ジメチルアセトアミド９２２．７１ｇに溶解した。その後、窒素気流下、撹拌しなが
ら、１４０℃で５時間反応させた後、ジメチルアセトアミド５１２．６２ｇ加えて希釈し
、室温まで冷却することにより、不揮発分３０質量％の褐色で粘調なＮＢＲ共重合ポリア
ミドイミド樹脂溶液（Ａ２－６）を得た。
【０１１９】
　上記の製造例１～５及び比較製造例１～２の詳細を表１に示す。
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【表１】

【０１２０】
（実施例１～９及び比較例１～７）
　表２に記載の配合割合に従って、ポリアミドイミド樹脂（Ａ１）、ＮＢＲ共重合ポリア
ミドイミド樹脂（Ａ２－１～６）、エポキシ樹脂（Ｂ）、難燃剤（Ｃ）等を混合し、接着
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剤溶液を調製し、上記の特性評価を行った。
【０１２１】
　実施例１～９及び比較例１～７の接着剤溶液の配合割合及び特性評価の詳細を表２に示
す。
【表２】
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【０１２２】
　表２から明らかなように、実施例１～９は、特定の構成成分を有しながら、均一相を形
成し、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）における（ａ）成分の共重合量が９０
ｍｏｌ％以上であり、かつＡ１／Ａ２の質量比率が０．１以上１．０以下であるため、加
湿半田耐熱性、絶縁信頼性、熱圧着時の流れ出しが良好であった。更に、（Ａ１＋Ａ２）
／Ｂの質量比率を０．９以上３．６以下にすることにより、Ｂステージ接着剤フィルム仮
付性も良好であった。
　一方で、比較例１はＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）における（ｃ）成分の
共重合量が多いため、接着剤組成物が海島の相分離構造を形成し、絶縁信頼性不良であっ
た。比較例２は、ＮＢＲを含まないポリアミドイミド樹脂（Ａ１）を含まないため、流れ
出し、絶縁信頼性、ＡＣＦ密着性が不良であった。また、架橋点間分子量の増加により加
湿半田耐熱性も不良であった。比較例３は、Ａ１／Ａ２重量比率が１．０を超えるため、
接着性が不良であった。比較例４は、ＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）におけ
るセバシン酸の共重合量が多く（ａ）成分の共重合量が少ないために、流れ出し、加湿半
田耐熱性が不良であった。比較例５は、室温で液状のエポキシ（Ｂ１）の配合量が少なく
、（Ａ１＋Ａ２）／Ｂ重量比率が３．６を超えるため、Ｂステージ接着剤フィルムの仮付
け性が不良、さらに接着剤に含まれるＮＢＲ含有率が高いため、絶縁信頼性不良であった
。比較例６は（Ａ１＋Ａ２）／Ｂ重量比率が０．９未満のため、絶縁信頼性、加湿半田耐
熱性が不良であった。比較例７はＮＢＲ共重合ポリアミドイミド樹脂（Ａ２）を全く含ま
ないため、接着性、Ｂステージ接着剤フィルム脆化耐性、Ｂステージ接着剤フィルム仮付
け性が不良であった。
【産業上の利用可能性】
【０１２３】
　本発明の接着剤組成物は、接着性、絶縁信頼性、難燃性、Ｂステージ接着剤フィルム脆
化耐性を有しながら、加湿半田耐熱性を向上し、更に流れ出し性、Ｂステージ接着剤フィ
ルム仮付け性に優れるので、特に層間絶縁層または接着層を有する電子部品において使用
するのに好適である。このため、フレキシブルプリント配線板などの各種電子部品用オー
バーコートインキ、ソルダーレジストインキ、層間絶縁膜に有用である他、塗料、コーテ
ィング剤、接着剤等として電子機器の幅広い分野で使用できるため、産業界に大きく寄与
することが期待される。
【要約】
　接着性、絶縁信頼性、難燃性、Ｂステージ接着剤フィルム脆化耐性を有しながら、加湿
半田耐熱性を向上し、更に流れ出し性、Ｂステージ接着剤フィルム仮付け性に優れる接着
剤組成物を提供する。（Ａ１）アクリロニトリルブタジエンゴムを含まないポリアミドイ
ミド樹脂；（Ａ２）アクリロニトリルブタジエンゴム共重合ポリアミドイミド樹脂；及び
（Ｂ）１分子あたり２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂を含有して均一相を形成
する接着剤組成物であって、（ｉ）組成物中のＡ１／Ａ２の質量比率が０．１以上１．０
以下であり；（ｉｉ）組成物中の（Ａ１＋Ａ２）／Ｂの質量比率が０．９以上３．６以下
であり；（ｉｉｉ）（Ａ２）が（ａ）酸無水物基を有するポリカルボン酸誘導体、（ｂ）
イソシアネート化合物またはアミン化合物、及び（ｃ）カルボキシル基を両末端に有する
アクリロニトリル－ブタジエンゴムを共重合成分とする樹脂であり、（Ａ２）の全酸成分
に由来する構成単位を１００ｍｏｌ％とした場合の各酸成分に由来する構成単位の割合が
、（ａ）９０～９９ｍｏｌ％、（ｃ）１～５ｍｏｌ％である。
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